
事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした整備事業）

都道府県名 岐阜県

目標年

17 恵那市 34 34 300.0%
関係機関が協力し、目標達成が出
来た。

308 308 189.0%

品目横断的経営安定対策の対象と
なる担い手を育成するため、関係
機関協力して営農組合等担い手に
作業受委託及び利用権設定による
農地集積を図ってきた。

18 18 150.0%
目標達成に向け、関係機関協力の
もと農作業受委託組織の育成がで
きた。

69.6 69.6 199.7%

営農組合の利用権設定によって集
積された水田に特別栽培米の作付
を始め、目標を上回る生産面積が
確保できた。

19 岐阜市 110 105 340.0%
関係機関協力のもと認定農業者の
育成ができた。

6 6 200.0%
関係機関協力のもと農業生産法人
の設立ができた。

342 342 938.0%

農業法人の活発な活動により受託
作業が増加した。今後も土地利用
型作物から園芸作物への経営拡大
を推進するために、利用集積率の
向上に努めたい。

4 4 100.0%

直売施設内での加工施設が稼働す
るのに併せて、女性加工グループ
が正式に発足し、製造販売を行っ
ている。

1 1 500.0%

新規就農研修施設において、研修
生が栽培技術から経営手法までの
習得に努め、岐阜市に５名が就農
した。

19 645 624 194.0%
関係機関協力のもと認定農業者の
育成ができた。

2,303 2,173 267.0%

品目横断的経営安定対策の対象と
なる担い手を育成するため、関係
機関協力して営農組合等担い手に
作業受委託及び利用権設定による
農地集積を図ってきた。

65 64 500.0%
関係機関が連携し目標達成ができ
た。

58 57 皆増
関係機関が連携し目標達成ができ
た。

20 岐阜県 12 11 0.0%
引き続き就農者の確保に向けて研
修支援を実施する。

点検結果及び講じようとする措置
又は点検評価及び講じようとする
指導

当該年度の目標（Ａ） Ａに対する達成率
計画時

目標値

高山下呂

事業実施年度 市町村名

法人組織の育成

農業大学校

整備事業の取組内容

担い手への農地利用集積

農業研修教育・農業
総合支援センター施
設整備

0

1

農業生産法人の設立

付加価値米生産面積

32

215

23.2

16

女性農産加工グループの組織化

95

322.5

5

593

1,977

63

57

8

高山市、
下呂市

経営構造対策 認定農業者の育成

担い手への農地利用集積

岐阜

家族経営協定の締結

経営構造対策 認定農業者の育成

新規就農者の育成・確保

研修修了者の就農者数

平成２１年度

経営構造対策

農作業受委託組織の育成

成果目標

認定農業者の育成

担い手への農地利用集積

報告年度

地区名

恵南



事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした整備事業）

都道府県名 岐阜県

目標年

点検結果及び講じようとする措置
又は点検評価及び講じようとする
指導

当該年度の目標（Ａ） Ａに対する達成率
計画時

目標値
事業実施年度 市町村名 整備事業の取組内容

平成２１年度

成果目標

報告年度

地区名

21 郡上市 1 1 100.0%
関係機関の協力のもと農業生産法
人を設立した。

9.9 8.8 100.0%

関係機関が連携して農地集積を
図った結果、農地の利用集積面積
は8.8haとなり、21年度目標の
8.8haを達成した。

1 1 100.0%
対策の加入要件を欠くことなく、
加入組織が確保された。

21 岐阜県 50% 44 785.0%
関係機関協力のもと、就農者を確
保することができた。

12 12 66.7%
就農者の確保に向けて、今後も研
修支援を実施する。

都道府県平均達成率

目標年度 H22.9.16 事業実施主体

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

農業研修教育・農業
総合支援センター施
設整備

－

新規学卒就農者率の向上（％） 42%

新規就農者等の育成（人） －

初音２区
集落営農育成・確保
緊急整備支援

農地の利用集積

農業生産法人の設立

水田経営所得安定対策への加入 0

8.2

0

100%

整備施設等

成果指標の達成状況の分析、県の指導方針について了解

評価指標の達成率が低い地区については改善計画を作成させること、経営支援現地会議を
開催して、現地機関、市町村、事業主体と連携を図り達成率の向上に向け努力した。

平成21年度までに事業を実施し稼働している施設等の事業効果や評価指標の達成状況について説明を行い
意見を求めた。

第三者機関
の開催年月日


